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平成１１年 ５月１９日平成１１年３月期 決算短信

上場会社名 株式会社ワコール 上場取引所（所属部）東証・大証市場第一部、京証
コード番号 ３５９１
本社所在地 京都市南区吉祥院中島町２９番地
問 合 せ 先 責任者役職名 取締役 経理財務部長

氏 名 末 昭 一 TEL (075)682-1018澤

決算取締役会開催日 平成１１年 ５月１８日 定時株主総会開催日 平成１１年 ６月２９日
連 結 決 算 の 有 無 有 中間配当制度の有無 無

１．１１年３月期の業績 （平成１０年 ４月 １日～平成１１年 ３月３１日）
（１）経営成績 （注）表示金額は百万円未満を切捨てております。

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
（対前期増減率） （対前期増減率） （対前期増減率）
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１１年３月期 １３７，７２２ ( 0.3) １１，１７５ (△ 7.9) １２，６２９ (△ 6.6)
１０年３月期 １３７，３７７ ( 0.6) １２，１３３ (△ 0.3) １３，５２９ (△ 1.1)

当 期 純 利 益 １株当たり 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高潜 在 株 式 調 整 後
（対前期増減率） 当期純利益 1 経常利益率 経常利益率株当たり当期純利益 当 期 純 利 益 率
百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

１１年３月期 ７，４７０ （△10.1） ４８ ４７ ５．２ ７．１ ９．２
１０年３月期 ８，３１２ （ 33.2） ５３ ９４ ５．９ ７．９ ９．８

１１年３月期 154,116,685 株（注）１．期中平均株式数
１０年３月期 154,116,685 株

２．会計処理の方法の変更 無
３．１１年３月期の事業税の表示区分の変更に伴い、１０年３月期についても表示区分を組替えております。

（２）配当状況

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 配当金総額 配 当 性 向 株 主 資 本
中 間 期 末 （年 間） 配 当 率

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
１１年３月期 １３ ５０ １３ ５０ ２，０８０ ２７．８ １．４
１０年３月期 １３ ５０ １３ ５０ ２，０８０ ２５．０ １．５

（３）財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり
株 主 資 本

百万円 百万円 ％ 円 銭
１１年３月期 １７９，６８０ １４７，３７２ ８２．０ ９５６ ２４
１０年３月期 １７７，３７３ １４２，０６２ ８０．１ ９２１ ７９

（注）１．期末発行済株式数 １１年３月期 154,116,685 株 （額面株式；1単位 1,000株）
１０年３月期 154,116,685 株

２．有 価 証 券 の 評 価 損 益 ２３，３８５百万円
３．デリバティブ取引の評価損益 －百万円

２．１２年３月期の業績予想（平成１１年 ４月 １日～平成１２年 ３月３１日）

売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 １株当たり年間配当金
中 間 期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭
中 間 期 ７４，５００ ８，４００ ４，７００
通 期 １３８，０００ １１，６００ ６，５００ １３ ５０ １３ ５０

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ４２円１８銭
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添付資料

当期及び次期の業績の概況Ⅰ．

（当期の業績の概況）

当期の我が国経済は、長引く不況による個人消費の低迷、民間設備投資の減少、雇用情

勢の悪化が依然として続き、金融システム不安と相まって、景気回復の兆しが見えないま

まに推移いたしました。

婦人ファッション衣料品業界におきましても、消費マインドの萎縮による低迷が続き、

厳しい経営環境のうちに終始しました。

こうした中にありまして、当社は商品力の向上を図り、インナーウェアを中心に積極的な

事業展開に努めました。商品面では、ワコールブランドにおきましては、春夏シーズンは、

アウタートレンドの流れを的確に捉え、１／２カップストラップレスブラが牽引役となり

堅調に推移しました。秋冬シーズンは、新製品として発売しました「フレンチホックブラ」、

「ベビーヒップパンツ」と、ニットインナーの「暖（あったか）ごこち」などが好評を

得ました。ウイングブランドにおきましては、春夏シーズンは、「ナチュラルアップブラ」、

「Ｔシャツブラ」が、秋冬シーズンは、ランジェリーのニューアンダーが順調に売上を伸ば

しました。しかし、個人消費の低迷の影響を強く受け、全体としては伸び悩みました。

この結果、当期の売上高は１，３７７億２２百万円で、前期に比し０．３％の微増にな

りました。

利益面では、効率経営の徹底を図り、コストダウンの追求と経費の抑制に努めましたが、

経常利益は１２６億２９百万円で、前期に比し６．６％の減少となりました。当期純利益

は７４億７０百万円で、前年は新宿ビルの売却等による特別利益を計上したこともあり、

前期に比し１０．１％の減少となりました。なお、経常利益の前期比の減少率は前期の事

業税を当期の表示区分に従って組替えた後の金額に基づいております。

海外事業につきましては、競争の激しい米国下着市場の中で、米国ワコールが９９年春

よりＤＫＮＹ（ダナ・キャラン・ニューヨーク）を発売するなど、積極的な事業展開を推

進しております。
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（次期の業績目標）

今後の見通しとしましては、政府の景気対策、金融対策などの効果が徐々に表れつつあ

るものの、景気の先行きは依然不透明で、引き続き予断を許さない状況が続くものと思わ

れます。

婦人ファッション衣料品業界におきましても、個人消費の本格的な回復は当分望めない

中、消費者の価格と価値のバランスを重視した消費傾向はますます強まり、企業間の競合

はさらに激しくなるものと予測されます。

こうした中にありまして、本年度は創立５０周年を迎えることとなり、これを契機に、

２１世紀対応型の企業基盤作りを推進するとともに、「愛される商品を作ります」「時代

の要求する新製品を開発します」という経営の基本方針に則り、商品力の強化と販売サー

ビスの向上に努め、環境の変化に機敏に対応できる高効率経営の実現に向けて、全社を挙

げて邁進する所存であります。

次期の業績の見通しとしましては、個人消費の復調にはまだ時間を要するものと思われ、

売上高はほぼ前年並の１，３８０億円、利益につきましては、より一層の経費削減と効率

追求に努めますが、新本社ビルの完成に伴い減価償却費や取得税等の費用増が見込まれ、

経常利益は１１６億円、当期純利益は６５億円を目標としております。

配当政策Ⅱ．

当社は、長期にわたり安定的な経営基盤の確保のため、財務体質の強化を図りつつ、配当

についても配当性向を勘案しながら安定的な配当の継続に努め、永年にわたり、１株当たり

年間１３円５０銭の普通配当を継続するとともに、周年記念などのエポックには記念配当を

上乗せし、株主の皆様への利益還元に努めてまいりました。

当期の配当金につきましても、安定的な配当を堅持し、１株当たり年間１３円５０銭の配

当を予定しております。この結果、当期の配当性向は２７．８％、株主資本当期純利益率は

５．２％、株主資本配当率は１．４％となります。

当期の内部留保金につきましては、生産・販売・物流体制や情報システムの整備に投資し

てまいる所存であり、将来的には収益の向上を通じて株主の皆様に還元できるものと考えて

おります。
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Ⅲ．「 」コンピューター西暦２０００年問題

対応状況について

（対応状況等）

１．取組み方針

当社は、西暦２０００年問題に関し、業務の継続性の維持及び顧客対応の面で重要な

経営課題と認識し、全社をあげて、基幹システムその他全般にわたり対応を進めており

ます。

２．取組み体制

当社では、平成９年４月に情報システム部を中心にコンピュータシステムに関わる西

暦２０００年問題の対応を開始し、現在、副社長を総責任者としてその対応を進めてお

り、その取組み状況は、最高責任者である社長、取締役会及び最高経営会議へ適時報告

されております。

又、主要販売先・購入先及び国内外の子会社・関連会社に対しても、情報システム部か

ら対応状況の確認を行っております。

３．対応の進捗状況

社内の情報システムのうち基幹システム及びネットワークについては、平成１１年３

月末に対応を完了しており、残りの部分についても平成１１年８月末までに全て完了す

る予定であります。

又、主要販売先・購入先及び国内外の子会社・関連会社に対しては、書面での確認を行

っているところであります。今後も継続して対応の進捗状況を管理し、当社の事業活動

に影響が無いようにいたす所存であります。

（対応のための支出金額等）

社内の基幹システムの西暦２０００年問題への対応は、新情報システムの開発又は既

存情報システムの改善と合わせて実施しておりますので総額を明確に捉えられない面も

ありますが、そのうち外部への支払費用は１億６５百万円であり、既に当期までに計上

しております。今後の費用につきましては、当社の業績等に重大な影響を及ぼすことは

ないと判断しております。なお、これらの費用は全て自己資金で賄う予定であります。

（危機管理計画）

当社では、上記対応により万全を期す所存でありますが、不測の事態が発生した場合

に備え、その影響を極小化するために、情報システム部を中心にさまざまな事態を想定

し、その事態への対応計画を平成１１年６月末を目処に策定するよう検討しております。
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比較貸借対照表Ⅳ－１．

当 期 前 期
科 目 増減金額

平成11年3月31日現在 平成10年3月31日現在

（ 資 産 の 部 ） 百万円 百万円 百万円

流 動 資 産 １１０，２３３ １１０，５９１ △ ３５７

現 金 及 び 預 金 ４９，４２４ ５１，６９５ △２，２７０
受 取 手 形 ２，７１９ ２，８８２ △ １６３
売 掛 金 １７，１７８ １８，７４４ △１，５６５
有 価 証 券 ２０，５９４ １５，５１０ ５，０８３
製 品 及 び 商 品 １６，６３４ １８，０７０ △１，４３５
原 材 料 １６６ １２４ ４２
仕 掛 品 ３４ ６７ △ ３３
有 償 支 給 材 料 ２，４４２ ２，６３１ △ １８８
短 期 貸 付 金 ６７ ２２８ △ １６０
その他の流動資産 １，１４４ ８７１ ２７３
貸 倒 引 当 金 △ １７３ △ ２３４ ６１

固 定 資 産 ６９，４４６ ６６，７８２ ２，６６３

有 形 固 定 資 産 ４６，４８９ ４３，６２２ ２，８６６

建 物 １３，５４０ １５，０８１ △１，５４０
構 築 物 ３６２ ３７２ △ ９
機 械 装 置 ２５ ２５ △ ０
車 両 運 搬 具 ２８ ４２ △ １３
工 具 器 具 備 品 ２，４１８ ２，４７５ △ ５７
土 地 ２１，８２８ ２３，３９４ △１，５６５
建 設 仮 勘 定 ８，２８５ ２，２３１ ６，０５４

無 形 固 定 資 産 ６７９ ６８１ △ ２

借 地 権 ５８５ ５８５ －
その他の無形固定資産 ９４ ９６ △ ２

投 資 等 ２２，２７６ ２２，４７７ △ ２００

投 資 有 価 証 券 １３，５９６ １３，９４１ △ ３４４
子会社株式・出資金 ４，８４６ ４，７７５ ７１
長 期 貸 付 金 １，６６７ １，１５９ ５０８
施 設 借 用 保 証 金 １，１８２ １，２５２ △ ６９
そ の 他 の 投 資 等 １，５９１ １，５１３ ７８
貸 倒 引 当 金 △ ２７２ △ １４ △ ２５８
投 資 評 価 引 当 金 △ ３３４ △ １４８ △ １８６

資 産 合 計 １７９，６８０ １７７，３７３ ２，３０６
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当 期 前 期
科 目 増減金額

平成11年3月31日現在 平成10年3月31日現在

（ 負 債 の 部 ） 百万円 百万円 百万円

流 動 負 債 ２６，４７７ ２９，６３６ △３，１５８

支 払 手 形 ５，５４７ ５，８５３ △ ３０５
買 掛 金 ５，９４５ ６，０７５ △ １３０
一年以内返済長期借入金 － ２５ △ ２５
未 払 金 ４，３３５ ４，２１４ １２０
未 払 法 人 税 等 ２，５５６ ５，７２９ △３，１７３
未 払 費 用 １５６ １４４ １１
賞 与 引 当 金 ３，７００ ３，７００ －
返 品 調 整 引 当 金 １，９５０ １，８５０ １００
そ の 他 の 流 動 負 債 ２，２８６ ２，０４３ ２４３

固 定 負 債 ５，８２９ ５，６７４ １５４

退 職 給 与 引 当 金 ５，２１５ ５，０２９ １８５
そ の 他 の 固 定 負 債 ６１４ ６４５ △ ３０

負 債 合 計 ３２，３０７ ３５，３１１ △３，００３

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 １３，２６０ １３，２６０ －

法 定 準 備 金 ２８，５８８ ２８，５８８ －

資 本 準 備 金 ２５，２７３ ２５，２７３ －
利 益 準 備 金 ３，３１５ ３，３１５ －

剰 余 金 １０５，５２４ １００，２１４ ５，３１０

固定資産圧縮積立金 ７２９ ７６０ △ ３０
固 定 資 産 圧 縮
特別勘定積立金 ２，６３４ ２３ ２，６１０

海外投資等損失準備金 ２ １１ △ ８
配 当 平 均 積 立 金 ３，０００ ３，０００ －
別 途 積 立 金 ９０，０００ ８７，３００ ２，７００
当 期 未 処 分 利 益 ９，１５７ ９，１１８ ３８
（うち当期純利益） （ ７，４７０） （ ８，３１２） （△ ８４２）

資 本 合 計 １４７，３７２ １４２，０６２ ５，３１０

負債及び資本合計 １７９，６８０ １７７，３７３ ２，３０６
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比較損益計算書Ⅳ－２．

当 期 前 期
科 目 自平成１０年４月 １日 自平成 ９年４月 １日 増 減 金 額

至平成１１年３月３１日 至平成１０年３月３１日

（ 経 常 損 益 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

営業損益の部

営 業 収 益 （１３７，７２２） 100 （１３７，３７７） 100 （ ３４５）
売 上 高 １３７，７２２ １３７，３７７ ３４５

営 業 費 用 （１２６，５４６） 91.9 （１２５，２４３） 91.2 （ １，３０３）
売 上 原 価 ７２，６８６ 52.8 ７１，９３７ 52.4 ７４９
販売費及び一般管理費 ５３，８５９ 39.1 ５３，３０５ 38.8 ５５３

営業利益 １１，１７５ 8.1 １２，１３３ 8.8 △ ９５７

営業外損益の部

営業外収益 （ １，８４９） 1.4 （ ２，０２９） 1.5 （△ １７９）
受 取 利 息 ４５２ ４４９ ３
受 取 配 当 金 ８０８ ８８３ △ ７５
その他の営業外収益 ５８９ ６９５ △ １０６

営業外費用 （ ３９５） 0.3 （ ６３３） 0.5 （△ ２３７）
支 払 利 息 １７ ２４ △ ７
その他の営業外費用 ３７８ ６０８ △ ２３０

経常利益 １２，６２９ 9.2 １３，５２９ 9.8 △ ８９９

（ 特 別 損 益 の 部 ）

特 別 利 益 （ ７７２） 0.5 （ ３，９５３） 2.9 （△３，１８１）
固 定 資 産 売 却 益 ７７２ ３，９３１ △３，１５９
投資有価証券売却益 － ２１ △ ２１

特 別 損 失 （ ７１１） 0.5 （ １，６４９） 1.2 （△ ９３８）
固 定 資 産 廃 棄 損 ４４ ４５４ △ ４０９
投資有価証券評価損 － ５２５ △ ５２５
投資評価引当金繰入額 ２０９ － ２０９
子 会 社 支 援 損 ４５８ ６６９ △ ２１１

税 引 前 当 期 純 利 益 １２，６９０ 9.2 １５，８３２ 11.5 △３，１４２

法人税、住民税及び事業税 ５，２２０ ７，５２０ △２，３００

当 期 純 利 益 ７，４７０ 5.4 ８，３１２ 6.1 △ ８４２

前 期 繰 越 利 益 １，６８６ ８０５ ８８０

当 期 未 処 分 利 益 ９，１５７ ９，１１８ ３８
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（重要な会計方針）

１．取引所の相場のある有価証券は移動平均法による洗替え低価法により、その他の有価

証券は移動平均法による原価法により評価しております。

２．棚卸資産は、先入先出法による低価法により評価しております。

３．有形固定資産の減価償却方法は、法人税法に規定する方法と同一の基準に基づく定率

法によっております。ただし、平成１０年度の法人税法の改正に伴い、平成１０年４

月１日以降取得した建物（建物付属設備を除く）については、法人税法に規定する定

額法によっております。

４．貸倒引当金は、債権の貸倒による損失に備えるため、法人税法による繰入限度額（経

過適用の繰入率）に個別判定による貸倒見積額を積増して計上しております。

５．投資評価引当金は、非上場株式の価値の下落による損失に備えるため、非上場株式の

期末における実質価額を基準として個別判定により計上しております。

６．賞与引当金は、従業員に支給する賞与に充てるため、支給対象期間に係る当期負担額

を計上しております。

７．返品調整引当金は、売上高と戻り高の対応関係を明確にするため、過去の返品率等を

勘案し、将来の返品に伴う損失予想額を計上しております。

８．退職給与引当金は、将来の退職金支給に充てるため、従業員については期末退職金自

己都合要支給額（退職年金制度への移行相当分を控除した額）を、役員については退

職慰労金支給に関する内規に基づく期末要支給額をそれぞれ計上しております。

なお、役員についての退職給与引当金残高１，１７７百万円は、商法第２８７条ノ２

に規定する引当金であります。

９．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

１０．消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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（注記事項）

１．貸借対照表に関する事項 （ 当 期 ） （ 前 期 ）

（１）子会社に対する短期金銭債権 ２０４百万円 ３５４百万円

子会社に対する長期金銭債権 ５９０百万円 －百万円

子会社に対する短期金銭債務 ３，９２０百万円 ３，３７１百万円

（２）有形固定資産の減価償却累計額 ２３，３９０百万円 ２３，４９８百万円

（３）自己株式（当期 1,245株 1百万円、前期 448株 0百万円）は、その他の流動資
産に含めて記載しております。

（４）当期中の発行済株式数の増加はありません。

２．損益計算書に関する事項 （ 当 期 ） （ 前 期 ）

（１）子会社に対する売上高 １，２３８百万円 １，４０５百万円

子会社よりの仕入高 ２７，１４４百万円 ２６，６６４百万円

子会社に対する原材料有償支給高 １２，０９９百万円 １１，８４８百万円

子会社とのその他の営業取引高 １，９４５百万円 １，８０７百万円

子会社との営業取引以外の取引高 ２４０百万円 ３４０百万円

（２）事業税（当期 1,120百万円、前期 1,520百万円）は、前期まで「販売費及び一般
管理費」に含めて表示しておりましたが、当期より「法人税、住民税及び事業税」に
含めて表示しております。なお、前期についても同様に表示区分を組替えております。

３．リース取引に関する事項 （ 当 期 ） （ 前 期 ）

（１）所有権移転外ファイナンスリース

①取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額
（工具器具備品） （工具器具備品）

取 得 価 額 相 当 額 ２７３百万円 ２４２百万円

減価償却累計額相当額 ２０１百万円 １５２百万円

期 末 残 高 相 当 額 ７１百万円 ９０百万円

②未経過リース料期末残高相当額

一 年 以 内 ５４百万円 ６４百万円

一 年 超 ７６百万円 １００百万円

合 計 １３１百万円 １６５百万円

なお、未経過リース料残高に重要性がないため、上記の金額は支払利子
込み法により算定しております。

③支払リース料等

支 払 リ ー ス 料 ６７百万円 ２４２百万円

減 価 償 却 費 相 当 額 ５６百万円 ８６百万円

（２）オペレーティングリース

未経過リース料

一 年 以 内 ２３３百万円 ２２０百万円

一 年 超 ３０３百万円 ７０百万円

合 計 ５３６百万円 ２９０百万円
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比較利益処分案Ⅳ－３．

当 期 前 期
科 目 自平成10年 4月 1日 自平成 9年 4月 1日 増 減 金 額

至平成11年 3月31日 至平成10年 3月31日

百万円 百万円 百万円
当 期 未 処 分 利 益 ９，１５７ ９，１１８ ３８

固定資産圧縮積立金取崩額 １１９ ３０ ８８

海外投資等損失準備金取崩額 ２ ８ △ ６

合 計 ９，２７９ ９，１５８ １２１

これを次の通り処分致します。

株 主 配 当 金 ２，０８０ ２，０８０ △ ０

１株につき １株につき
１３円５０銭 １３円５０銭

役 員 賞 与 金 ７５ ８０ △ ５
（うち取締役賞与金） （７１） （７６） （△ ５）
（うち監査役賞与金） （ ３） （ ３） （ ０）

固定資産圧縮特別勘定積立金 ６１１ ２，６１０ △１，９９９

別 途 積 立 金 ４，０００ ２，７００ １，３００

次 期 繰 越 利 益 ２，５１１ １，６８６ ８２５
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売上の内容Ⅴ．

当 期 前 期
区 分 自平成10年 4月 1日 自平成 9年 4月 1日 対前期比

至平成11年 3月31日 至平成10年 3月31日

金 額 構成比 金 額 構成比 （前期＝100)

百万円 ％ 百万円 ％
イ ファンデ－ション
ン ・ランジェリ－ １０６，１８１ 77.1 １０５，１２４ 76.5 101.0
ナ
｜ ナ イ ト ウ ェ ア １１，９８８ 8.7 １１，９５６ 8.7 100.3
ウ
ｴ リ ト ル イ ン ナ － ２，８３６ 2.1 ２，７９４ 2.1 101.5
ア

小 計 １２１，００６ 87.9 １１９，８７５ 87.3 100.9

アウタ－ウェア
・スポ－ツウェア ５，７９５ 4.2 ６，３４１ 4.6 91.4

イ ン テ リ ア ２，９０４ 2.1 ３，１７２ 2.3 91.5

レ ッ グ ニ ッ ト ２，０８１ 1.5 ２，４６４ 1.8 84.4

その他の繊維製品
及び関連製品 ４，２４４ 3.1 ３，８５１ 2.8 110.2

飲食・文化・サービス他 １，６９０ 1.2 １，６７１ 1.2 101.2

合 計 １３７，７２２ 100.0 １３７，３７７ 100.0 100.3
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有価証券の時価等Ⅵ．

当 期 前 期
平成１１年３月３１日現在 平成１０年３月３１日現在

種 類
貸借対照表 貸借対照表
計 上 額 時 価 評 価 損 益 計 上 額 時 価 評 価 損 益

流 動 資 産 に 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
属 す る も の

株 式 92 534 442 110 513 402

債 券 3,308 3,329 21 3,038 3,054 15

そ の 他 3,579 3,583 3 5,860 5,849 △ 10

小 計 6,980 7,446 466 9,009 9,417 407

固 定 資 産 に
属 す る も の

株 式 12,545 35,463 22,918 12,763 35,509 22,745
( 1,263) ( 1,556) ( 292) ( 1,263) ( 2,375) ( 1,111)

債 券 － － － － － －

そ の 他 － － － 30 31 1

小 計 12,545 35,463 22,918 12,793 35,540 22,746
( 1,263) ( 1,556) ( 292) ( 1,263) ( 2,375) ( 1,111)

合 計 19,525 42,910 23,385 21,802 44,957 23,154
( 1,263) ( 1,556) ( 292) ( 1,263) ( 2,375) ( 1,111)

(注) 1. 時価等の算定方法

①上 場 有 価 証 券 主として東京証券取引所における最終価格であり
ます。

②店 頭 売 買 有 価 証 券 日本証券業協会が公表する売買価格等であります。

③気 配 等 を 有 す る 有 価 証 券 日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配等
(上場、店頭売買有価証券を除く) であります。

④非上場の証券投資信託の受益証券 基準価格であります。

⑤上 記 以 外 の 債 券 日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘
(時価の算定が困難なものを除く) 柄の利回り、残存償還期間等に基づいて算定した

価格等であります。

2. 流動資産に属する株式には、自己株式を含めております。
なお、自己株式の評価損益は当期0百万円、前期0百万円です。

3. ( )内は関連会社に係るもので内書であります。
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4. 開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

（流動資産に属するもの） （当 期） （前 期）

内国債のうち残存償還期間１年以内の非上場債券 3,592百万円 1,401百万円

内国債以外の非上場債券 4,900百万円 2,800百万円

追加型公社債投資信託の受益証券 5,123百万円 2,300百万円

（固定資産に属するもの）

店頭売買株式を除く非上場株式 4,935百万円 4,950百万円
（うち子会社及び関連会社株式） (4,115百万円) (4,080百万円)

クローズド期間内の証券投資信託の受益証券 －百万円 10百万円

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益Ⅶ．

当期の市場取引以外の取引として為替予約取引（ドル買円売）がありますが、評価損益及び契約額が

いずれも少額であり重要性に乏しいため注記を省略しております。

なお、前期はデリバティブに係わる残高はありません。

Ⅷ． （平成１１年６月２９日）役員の異動

（１）新任取締役候補

飯 田 量 康 （ワコールブランド事業本部東京店（百貨店担当）店長）

（２）退任予定取締役

山 下 昭 治 （専務取締役）

（３）役員の昇格

取締役副社長 小 嶋 英 司 （専務取締役）

専 務 取 締 役 和 田 善 之 （常務取締役）

常 務 取 締 役 坂 上 博 （取締役ウイングブランド事業本部副本部長）


